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10  実現に向けて 

プロジェクト①石川 IC 周辺の交流拠点形成及びプロジェクト②石川庁舎周辺の利活用

推進について、実現に向けた課題等を整理する。 

10.1 公共施設機能の再配置について 

プロジェクト②石川庁舎周辺の利活用推進に際し、既存の公共施設機能の移転及び再

配置が必要となる。石川地域活性化センター舞天館についても、利活用のあり方を検討

する。 

「うるま市公共施設等総合管理計画」等の上位計画における方針を踏まえ、既存の公

共施設機能の方向性を下表に示す。全市的機能は市内１箇所に集約をしつつ、地域別機

能は石川地区内に維持または複合化を図ることにより、効率的・効果的な行政サービス

の提供を図ることを目指す。これは、現時点での方向性を示したものであり、改めて公

共施設マネジメントの観点から関係機関・関係部署と継続的に協議・調整を進める。 

既存の公共施設

機能 

うるま市公共施設等総合管理計

画における方針 
上位計画を踏まえた方向性 

公
園 

石川公園 ― 機能維持 

 

体
育
施
設 

石川体育館 
⚫ 重複している機能の集約化や

異なる機能の複合化を図る。 

⚫ 老朽化している施設は、学校

施設の体育館やグラウンドと

の共有化や民間施設の活用を

図ることで施設の処分を検

討。 

全市的機能は市内１箇所に集約、 

地域別機能は学校施設や民間施設を

利用する方向性で検討する。 

代替となる体育施設機能を民間施設

として誘致できないか引き続き検討

する。 

石川野球場 

石川庭球場 

石川プール 

 
社
会
教
育
施
設 

石川会館 

⚫ 施設の集約化（同種または類

似の機能を集め合わせて、ひ

とつの施設として整備）を図

る。 

全市的機能は市内１箇所に集約、 

地域別機能は「子育て・福祉」複

合施設（プロジェクト４）に集約

化する方向性で検討する。 

代替となるホール機能を民間施設

として誘致できないか引き続き検

討する。 

産
業
施
設 

石川地域活

性化センタ

ー舞天館 

⚫ 商工業と観光振興に向けて各

施設の有効活用を図る。 

関連計画等を踏まえ、引き続き利

活用のあり方を検討する。 

保
健
衛
生
施
設 

石川保健相

談センター 

⚫ 機能転換による地域福祉活動

の拠点としての有効活用を検

討する。 

⚫ 石川庁舎と一体となった利用

についても検討する。 

全市的な保健福祉機能はうるま市

役所庁舎に移転・統合済、 

健診・検診会場は「子育て・福

祉」複合施設（プロジェクト４）

を利用する方向性で検討する。 

庁
舎 石川庁舎 

（市民窓口） 

⚫ 統合庁舎建設による分庁方式

の見直しに伴い、跡利用を検

討する。 

地域単位の市民窓口は地区内の民

間施設等または「子育て・福祉」

複合施設（プロジェクト４）に移

転する方向性で検討する。 
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10.2 法規制への対応について 

(1) 都市計画法（用途地域、特定用途制限地域）について 

プロジェクト①石川 IC周辺は、特定用途制限地域（市街地形成誘導地区、農業保全地

区、景観保全地区）が指定されており、本計画で示す機能の導入にあたっては、現在の

制限内容でも支障ないと考えられる。ただし、隣接するプロジェクト⑤国道 329 号沿道

の新たな土地利用との連携も見据え、石川 IC周辺を含め、民間事業者による利便施設の

立地を誘導するにあたっては、床面積 10,000㎡超えの店舗が立地できないのは国道沿道

にある立地特性を十分に活かせていないと考えられる。特定用途制限地域のうち市街地

形成誘導地区は、指定の趣旨として、将来的に用途地域を指定し市街地を形成すること

を想定したものであることから、今後、特定用途制限地域を変更（除外）し、床面積 10,000

㎡超えの店舗等が立地可能な商業系用途地域等を指定することが想定される。 

プロジェクト②石川庁舎周辺は、用途地域（第二種住居地域、準工業地域）が指定され

ており、第二種住居地域においては床面積 10,000㎡超えの大規模集客施設や劇場・映画

館等が立地できない。対象地における独立採算型による民間施設機能の導入にあたって

は、民間事業者の資金とノウハウを活かすためには、床面積 10,000㎡超えの大規模集客

施設が立地可能な商業系用途地域を指定することも想定される。また、将来にわたり建

築物の用途や導入機能をコントロールする観点からは地区計画制度の活用も想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

石川 IC 

プロジェクト① 

石川ＩＣ周辺 

都市公園 

プロジェクト② 

石川庁舎周辺 

航空写真出典：(c) NTT InfraNet 
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表 特定用途制限地域における建築物の用途の制限 
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表 用途地域における建築物の用途の制限（建築基準法 別表第二） 
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(2) うるま市景観計画・景観条例について 

うるま市景観計画・景観条例では、良好な景観づくりを誘導するため、届出対象行為

ごとに「高さ・配置」、「形態・意匠・色彩」、「緑化」などのルールを示しており、高

さ・配置については、類型別のエリアごとに建築物の高さの基準を定めている。本計画

における計画内容の実現にあたっては、現在の制限内容でも支障ないと考えられるが、

今後、民間事業者の資金とノウハウを活かすためには、用途地域の変更と合わせて高さ

制限に関する区分を変更することが想定される。 

表 うるま市景観計画・景観条例における高さ・配置の制限 
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(3) 農業振興地域の整備に関する法律、農地法、森林法について 

石川 IC周辺の公共施設用地は農業振興地域（白地地域）となっているが、対象地のう

ち高速道路より北側の一部が農業振興地域・農用地区域となっている。当該部分の整備

に際しては、周辺農地への影響を抑制しながら農振除外及び農地転用が必要になる。 

また、対象地内の一部が地域森林計画対象民有林となっており、当該部分の整備に際

しては林地開発許可が必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 農業振興地域の指定状況 

図 森林地域の指定状況 

出典：沖縄県地図情報システム 
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(4) 海岸法 

石川庁舎周辺の石川ビーチ付近は海岸保全地区に指定されており、ビーチの活用に

向けて、管理者である県の関係部局と今後の海岸の管理や権限について協議・調整が

必要である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 海岸保全地区等の指定状況  

航空写真出典：(c) NTT InfraNet 
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(5) 港湾計画上の土地利用区分 

港湾計画の土地利用区分はふ頭用地、都市機能用地、緑地となっている。 

本計画における計画内容の実現にあたっては、都市機能用地、緑地については現在

の土地利用区分と相違ないものと考えられるが、ふ頭用地のうち市有地の活用やマリ

ーナの整備に際しては、港湾計画の変更が必要となることも想定され、今後、港湾管

理者である県の関係部局との協議・調整が必要である。 

また、対象地の一部が国土交通省用地となっており、対象地の活用に向けて用地の

移譲等の可否について、国土交通省との協議・調整が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 港湾計画における土地利用の区分 

土地利用の区分 土地利用の概要 

ふ頭用地 
係留施設と一体となって港湾貨物の荷捌き、船舶乗降旅客の取扱等を行うため

の用地 

港湾関連用地 
港湾における物流・人流などの輸送活動の増進を図り、また、これらの活動を

支援する施設の用地 

交流厚生用地 
港湾を通じた人的・経済的な国内外の様々な交流活動を推進するとともに、港

湾におけるレクリエーション活動の用に供する施設及びこれに付随する施設の

ための用地 

工業用地 工業の用に供する用地及びこれに付随する施設のための用地 

都市機能用地 都市機能の用に供する用地 

交通機能用地 陸上及び航空交通の用に供する施設 

危険物取扱施設 

用地 

石油、ガス等危険物を取り扱う用地（工業の用に供するものは除く）及びこれ

に付随する施設のための用地 

緑地 緑地（緩衝緑地も含む）、広場、植栽等の用地 

海面処分用地 廃棄物や浚渫土砂を埋立てにより処理するための区域 

公共用地 将来の公共埠頭、掘り込み水路等のための用地 

図 港湾計画における土地利用計画 図 地積図 

所有者 
■沖縄県 

■うるま市 

■国土交通省 
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10.3 その他の課題について 

(1) 継続的な住民意向把握 

プロジェクト①石川 IC周辺の交流拠点形成及びプロジェクト②石川庁舎周辺の利活用

推進に向けては、地域住民への説明及び意向把握を継続的に実施することが必要である。 

特に、公共施設機能の再配置については、市民生活の利便性に関わる内容であることか

ら、地域住民の意向把握と関係機関・関係部署との継続的な協議・調整を並行して進めつ

つ、石川地域内での代替機能の確保に配慮しながら検討を進めることが必要である。 

 

(2) 継続的な民間事業者の意見把握 

プロジェクト①石川 IC周辺の交流拠点形成及びプロジェクト②石川庁舎周辺の利活用

推進に向けては、公民連携によるまちづくりの推進が必要であり、民間事業者の意見を継

続的に把握し、事業スキームや事業条件への反映による事業性の確保が必要である。その

際、アイデアコンペや沖縄地域 PPP/PFIプラットフォームを活用したサウンディング等

により、民間事業者からの具体的なアイデアや提案を募る方法も考えられる。 

また、地域への経済波及効果を高める観点から、地域の事業者・団体との意見交換も継

続的に行い、地域の事業者・団体によるプロジェクトへの関わり方や対象地と周辺地域の

まちづくりの連携の可能性についても継続的に模索することが必要である。 

 

(3) 導入機能の精査及び誘導方法の具体化 

本計画で示した導入機能のうち民間施設機能については、今後、民間事業者による整

備・導入を図るにあたり、各機能の導入を必須条件とするか、各機能の導入の提案があれ

ば高評価とすることにより誘導するか、事業条件や評価基準を検討する中で具体化する

必要がある。 

また、公共施設機能についても、現在の公園施設の状況を踏まえて公園の存置範囲及び

整備範囲や整備の水準等を具体化する必要がある。 

対象地における防災機能の導入の有無については、対象地の地質・地盤等の条件や災害

リスクを踏まえて、石川地域全体の避難のあり方を踏まえ慎重に検討することが必要で

ある。現在の地域防災計画やハザードマップにおいては、石川庁舎周辺及び市街地は海に

隣接し地質・地盤条件が悪いことなどから避難所・避難場所には指定されず、東山や伊波

等の高台にある施設が指定されていることに留意が必要である。 

 

(4) 地質・地盤、既設インフラ等の条件の明確化 

石川庁舎周辺については、埋立地であることを踏まえ、今後、地質調査等を実施し、建

築物の基礎構造に関わる地質・地盤等の条件を明確化することが必要である。 

また、対象地及び周辺の上水道、下水道（雨水・汚水）、電気、通信等の既存インフラ

の敷設状況や他の埋設物の有無等の状況を把握し、事業化に向けた対象地の前提条件を

明確化することが必要である。
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